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（５）関西文化学術研究都市建設促進法に係る特例措置の延長及び拡充･･･････････････････9

（６）半島振興対策実施地域における工業用機械等に係る特別償却制度の延長･････････････9

（７）離島振興対策実施地域における工業用機械等に係る特別償却制度の延長及び拡充････10

（８）奄美群島における工業用機械等に係る特別償却制度の延長及び拡充････････････････10

２ 地域交通の維持・活性化と観光振興

（１）整備新幹線の開業に伴いJR旅客会社から経営分離される並行在来線の譲受固定資産

に係る特例措置の延長等････････････････････････････････････････････････････････11

（２）地方鉄道事業者が補助を受けて取得する安全性向上設備に係る特例措置の延長･･････11

（３）都市鉄道の利用者利便向上のための特例措置の延長･･････････････････････････････12

（４）ICカード乗車券の共通化・相互利用化設備に係る特例措置の延長･･････････････････12

（５）特定離島路線航空機に係る特例措置の延長及び拡充･･････････････････････････････13

（６）離島航路事業用の新造船舶に係る特例措置の延長及び拡充････････････････････････13

（７）ｳｪﾙｶﾑ税制（国際観光ﾎﾃﾙ整備法登録ﾎﾃﾙ・旅館に係る特例措置）の延長･････････････13

Ⅲ 低炭素社会に対応したくらし・物流基盤づくり

（１）自動車グリーン税制の延長及び拡充（低公害車の取得に係る特例等）･･････････････14

（２）環境にやさしい鉄道の利用促進及び省ｴﾈﾙｷﾞｰに資する旅客用新規鉄道車両に係る

特例措置の延長････････････････････････････････････････････････････････････････15

（３）都市の緑の創出に資する緑化施設に係る特別償却制度の創設及び固定資産税の

課税標準の特例措置の延長･･････････････････････････････････････････････････････16

（４）住宅に係る省エネ改修促進税制の延長･･････････････････････････････････････････16

（５）環境負荷低減に資する物流効率化施設に係る特例措置の延長及び拡充･･････････････17

（６）環境負荷低減に資する船舶に係る特別償却制度の延長及び拡充････････････････････17

（７）モーダルシフトに資する鉄道貨物輸送に係る事業用資産の買換特例の延長･･････････18



（８）スーパー中枢港湾における荷さばき施設等に係る特例措置の延長･･････････････････18

（９）運輸事業振興助成交付金制度の拡充････････････････････････････････････････････19

Ⅳ 土地の流動化・有効利用の促進

（１）特定の事業用資産の買換え等の特例措置の延長･･････････････････････････････････20

（２）土地・住宅に係る不動産取得税の特例措置の延長････････････････････････････････20

（３）Ｊリート・ＳＰＣに係る不動産取得税の課税標準の特例措置の延長････････････････21

（４）優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の

課税の特例の延長･･････････････････････････････････････････････････････････････21

（５）特定住宅地造成事業等に係る土地等の譲渡所得に係る1,500万円特別控除制度の

延長及び拡充･･････････････････････････････････････････････････････････････････21

（６）個人の不動産業者等が短期所有土地等を譲渡した場合の課税の特例（重課）の

停止期限の延長････････････････････････････････････････････････････････････････22
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Ⅴ その他
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○ 産業活力再生特別措置法に基づく事業革新設備等の特別償却制度の延長

○ 産業活力再生特別措置法に基づく法人分割に係る不動産の移転登記の特例措置の延長

○ 産業活力再生特別措置法に基づく認定事業再構築計画等に従って取得した不動産に係る特

例措置の延長及び拡充

○ 中小企業等基盤強化税制（「中小企業新事業活動促進法」に基づく経営革新計画に係るも

の）の延長

○ 事業協同組合等の留保所得の特別控除制度の延長

○ 中小企業等の貸倒引当金の特例措置の延長

○ Ｊリート・ＳＰＣにおける導管性要件の一部見直し

○ 独立行政法人都市再生機構から交換により土地を譲渡した場合の課税の特例措置の延長

○ 特定市街化区域農地の固定資産税の課税の適正化に伴う宅地化促進臨時措置法による貸家

住宅に係る軽減措置の延長

○ 水源地域に立地する製造業及び旅館業に係る特別償却制度の延長

○ まちづくり公益信託に係る特例措置の創設

○ 独立行政法人奄美群島振興開発基金に係る非課税措置の延長

○ 小笠原諸島への帰島に伴う特例措置の延長

○ 農地制度見直しに伴う都市内農地に係る所要の措置

○ 過疎地域に係る特例措置の延長

○ 山村振興法に基づく認定法人が実施する保全事業等の用に供する機械等に係る特例措置の

延長

○ 雨水貯留浸透施設に係る割増償却制度の延長

○ 河川立体区域制度の活用による河川整備に係る課税標準の特例措置の延長

○ バリアフリー法に基づく認定特定建築物に係る特例措置の延長

○ 認定建替計画に係る区域内の土地等を取得した場合の課税標準の特例措置の延長

○ 独立行政法人都市再生機構が附則業務として不動産を取得した場合の非課税措置の延長

○ 住宅に係るアスベスト改修促進税制の創設

○ 新潟県中越地震災害による被災代替家屋等に係る特例措置の延長

○ 三宅島噴火災害の長期避難指示による被災代替家屋等に係る特例措置の延長

○ 事業基盤強化設備を取得した場合等の特例措置の延長

○ 公害防止用設備（揮発性有機化合物排出抑制設備）の特例措置の延長

○ 独立行政法人海上災害防止センターの組織形態見直しに係る非課税措置の創設

○ 成田国際空港株式会社の完全民営化に向けた税制上の所要の措置

○ 地震防災対策用資産に係る特例措置の延長及び拡充


